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事業地について

計画策定の経緯及び目的

・平成初期に建設された関西国際空港本島の埋立ての際、土砂を採取した跡
地である阪南スカイタウンに隣接。

・空港開港（H6.9）後、計画地を含む約70.8haにおいて、「阪南西部丘陵
ニュータウン」（住居系（戸建・集合住宅）を中心に、業務系施設、商業
系施設、義務教育施設など）として市街地形成が計画される。

・当時の都市計画法第34条の10号イ（市街化調整区域の大規模住宅開発等）
に該当する開発行為として、平成11年に許可され、森林法に基づく森林開
発許可も取得していたが、その後、計画が凍結され現在に至る。
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・関西国際空港から約30分程度（車両
交通）に位置し、南大阪における物
流拠点としてのポテンシャルが高い。

・今後想定される南海トラフ巨大地震
発生時に津波の影響を受けにくい丘
陵部である。

・広域アクセシビリティに優れた一般
国道26号（第二阪和国道）の沿道に
ある。

・阪南市総合計画（2022（令和4）年3月
阪南市議会可決、策定）
西部丘陵地区を環境に配慮された産

業誘致ゾーンとして位置付けている。
・阪南市行財政構造改革プラン改訂版
（2021（令和）3年9月策定）

企業誘致を促進し、税源の涵養を図
るとともに、市民に働く場を提供する
ことなどを通じて、税収の確保につな
げるとしている。

昨今増加している産業用地の需要への対応及び地元阪南市の活性化等を勘
案しながら、長中期的な視点により総合的に事業検討した結果、土地を造
成し、産業集積用地の創出する方針を決定した。
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事業地の指定状況

市街化調整区域
用途地域の指定なし
民有林（地域森林計画の対象）

阪南市総合計画、阪南市都市計画マスタープラン等の上位計画に基
づき、市街化調整区域の地区計画（案）を作成して阪南市に提案し、
阪南市が都市計画決定を行った後、都市計画法の規定による開発許
可制度、並びに森林法の規定による林地開発許可制度の適用を予定
している。
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土地利用計画の概要
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土地利用計画図 5



緑化計画図 6



流域図（事業計画地及び周辺） 7



流域図（事業計画地） 8



雨水排水計画図 9



供用車両の主要な走行ルート 10



工 事 工 程

本事業による開発工事は、都市計画法及び森林法に基づき実
施する。

工事工程は下表のとおりであり、工事着手後、およそ10年を
予定している。工事は大きく初期(1年)、中期(1.5年)、後期
(7.5年)に分けられる。
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施工計画について

事業計画地内における最高盛土高は、約50ｍを計画しており、本工事
の切土及び盛土の設計及び施工管理に当たっては、「宅地防災マニュア
ル」（国土交通省）並びに「大阪府森林法 技術基準」（大阪府）に基づ
き、計画検討を行う。

フトン篭、暗渠工を地下水排除工として盛土内に設置することにより、
地下水の上昇を防ぎ、盛土の安定を図る。なお、暗渠工は盛土内最低部や
湧水地点に集中して配置し、枝管・礫暗渠は2次沢部等に配置する。

盛土施工中の造成面ののり肩には、造成面からのり面への地表水の流下
を防ぐために、防災小堤を設置する。
事前に設置した沈砂池や調整池において造成工事中の濁水対策をする。
盛土時には、概ね30ｃｍ以下の厚さの層に分けて土を盛るとともに土を

盛るごとにローラーなどの建設機械を用いて締固めを行う。
層別沈下計を用いた動態観測により、盛土部の管理を行う。
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工事の内容（工事初期） 13



工事の内容（工事中期） 14



工事の内容（工事後期） 15



地下排水工（工事後期） 16



17施工断面図（工事初期）



18施工断面図（工事中期・完成時）
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搬入土の管理

物理的性状として「発生土利用基準」（平成18年8月10日付国官技第112
号、国官総第309号、国営計第59号）に基づく第1種から第4種建設発生土に
該当する砂質土、砂礫土、粘性土、改良土（産業廃棄物は含まれない）に
該当するもの。

土壌汚染が懸念されるような場合については、「「土壌汚染対策法に基
づく調査及び措置に関するガイドライン（改訂第３版）」（ 平成31年3月
環境省）などに準拠した調査方法による化学的性状に関する分析結果表
（計量証明書）の提出を求める。

分析結果表の提出の必要のない工事については、工事を行う土地につい
て、汚染のおそれがないことが確認できる土地の利用状況等調査結果報告
書の提出を求める。

土砂搬入時には、受入基準を遵守しているかどうかを確認するため、検
収員が計量時の目視検査やダンピング（土砂を荷台から降ろす作業）の目
視検査を実施するとともに定期的に排水の水質調査を行うことにより、搬
入土の品質管理を行う。
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造成工事に伴う工事関係車両（大型）の日当たり台数（想定）
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工事期間通行ルート 22



環境影響要因

本事業の実施に伴う一連の諸行為等のうち、環境に影響を及ぼすおそれの
ある要因（以下「環境影響要因」という。）を、事業の「施設等の存在」、
「施設の供用」及び「工事の実施」の各段階について抽出した。

施設の供用の区分に関して、本事業は主に物流倉庫、製造工場などを想定
した産業集積用地の土地造成事業であり、施設整備の事業主体や誘致企業の業
種、整備施設は現時点において未定であることから、施設の供用による影響に
ついては、造成面積や地理的状況から経済産業省の「工業統計調査」や環境省
の「大気汚染物質排出量総合調査」などを参考に施設の建物面積や供用時の大
気汚染物質排出量等を設定することにより実施する。

区 分 環 境 影 響 要 因

施設等の存在 ・造成地の存在

施設の供用
・上物施設の供用
・上物施設関係車両の走行

工事の実施
・建設機械の稼働
・工事関係車両の走行
・土地の改変
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環境影響評価の項目
・環境影響評価の選定結果(1)
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・環境影響評価の選定結果(2)
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・環境影響評価の選定結果(3)
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・環境影響評価の選定結果(4)
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・環境影響評価の選定結果(5)
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環境影響評価の方法について
・現況調査(大気質）
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・影響予測(大気質）

施設の供用
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・影響予測(大気質）

工事の実施
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・現況調査(水質）
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調査地点の位置（水質・水象） 33



・影響予測(水質）
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・現況調査(地下水）
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・影響予測(地下水）



・現況調査(騒音、振動、低周波音）
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調査地点の位置（騒音・振動・交通量） 37



・影響予測(騒音、振動、低周波音）

施設の供用
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・影響予測(騒音、振動、低周波音）

工事の実施
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・現況調査(土壌汚染）
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・影響予測(土壌汚染）



・現況調査(地象）
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・影響予測(地象）



ボーリング等調査地点 42



・現況調査(水象）
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・影響予測(水象）



調査地点の位置（水質・水象） 44



・現況調査(陸域生態系）
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調査地点の位置（陸域生態系①） 46



調査地点の位置（陸域生態系②） 47



・影響予測(陸域生態系）
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・現況調査(海域生態系）
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・影響予測(海域生態系）



調査地点の位置（海域生態系） 50



・現況調査(人と自然との触れ合いの活動の場）
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・影響予測(人と自然との触れ合いの活動の場）



・現況調査(景観）
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・影響予測(景観）



調査地点の位置（景観） 53



・現況調査(文化財）
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・影響予測(文化財）



・現況調査(廃棄物・発生土）
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・影響予測(廃棄物・発生土）



・現況調査(地球環境）
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・影響予測(地球環境）


